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１．平成15年9月中間期の業績（平成15年4月1日～平成15年9月30日） 
(1)経営成績                                                                   記載金額は百万円未満を切捨てて表示している。 
 売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益 
 百万円 %    百万円 % 百万円 % 
15 年  9  月  中  間  期  95,325 (△15.9)  507  (△79.8)  △828 (   － ) 
14 年  9  月  中  間  期  113,321 (  5.9)  2,511  (△26.4)  619  (△60.8) 

15 年  3  月  期  303,827   13,784   12,034  

 
 

中間(当期)純利益 
１ 株 当 た り 

中間(当期)純利益 
 百万円 %      円 銭 

15 年  9  月  中  間  期  1,023  ( 221.1) 1.23  
14 年  9  月  中  間  期  318  (   － ) 0.38  
15 年  3  月  期  2,418  2.91  
(注) ① 期中平均株式数 15年9月中間期 830,400,856株 14年9月中間期 830,874,428株 15年3月期 830,718,533株 
 ② 会計処理の方法の変更 無      
 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前中間期増減率 
 
 (2)配当状況 
 1 株当たり 

中間配当金 
1 株当たり 
年間配当金 

 円 銭 円 銭 
15  年  9  月  中  間  期 0.00    
14  年  9  月  中  間  期 0.00    
15  年  3  月  期  2.50  
 
(3)財政状態 
 

総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円  % 円 銭 
15  年  9  月  中  間  期 467,674  107,660  23.0  129.66 
14  年  9  月  中  間  期 488,558  98,112  20.1  118.09 
15  年  3  月  期 478,061  100,326  21.0  120.81 
(注) ① 期末発行済株式数 15年9月中間期 830,344,425株 14年9月中間期 830,820,798株 15年3月期 830,453,461株 

 ② 期末自己株式数 15年9月中間期 642,751株 14年9月中間期 166,378株 15年3月期 533,715株 
 
２．平成16年3月期の業績予想（平成15年4月1日～平成16年3月31日） 

1 株 当 た り 年 間 配 当 金 
 売   上   高 経 常 利 益 当期純利益 

期    末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 

通       期 280,000  8,000   3,000  2 ～ 3円 2 ～ 3円 
（参考）１株当たり予想当期純利益   （通期）    3 円  61 銭 
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報における仮定を前提としていますので、実際の業績は、今後様々 な要因によっ
て、異なる結果となる可能性があります。 
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個個個個    別別別別    中中中中    間間間間    財財財財    務務務務    諸諸諸諸    表表表表    

 
中  間  貸  借  対  照  表 
                                                  （単位 百万円） 

当 中 間 期 末 
（平15.9.30現在） 

前 期 末 
（平15.3.31現在） 

前 中 間 期 末 
（平14.9.30現在）          期   別 

科   目        
金 額 構成比 金 額 構成比 

増 減 
金 額 構成比 

( 資  産  の  部 )  %  %    % 
Ⅰ 流  動  資  産 188,160  40.2 207,873 43.5 △19,712 199,109 40.8 
 現 金 預 金 19,324  8,965  10,358 18,180  
 受 取 手 形 3,605  3,449  156 2,409  
 売 掛 金 70,964  117,149  △46,184 78,858  
 製 品 1,920  1,713  207 1,887  
 原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,202  2,027  174 1,863  
 半 成 工 事 66,382  48,536  17,846 68,998  
 前 渡 金 4,813  5,839  △ 1,026 9,441  
 繰 延 税 金 資 産 5,540  6,968  △ 1,427 3,123  
 未 収 入 金 6,071  7,037  △   965 7,208  
 未 収 還 付 法 人 税 等 70  235  △   165 123  
 そ の 他 7,850  6,811  1,038 7,672  
 貸 倒 引 当 金 △   586  △   861  275 △ 659  

Ⅱ  固  定  資  産 279,513 59.8 270,188 56.5 9,325 289,449 59.2 
  1.有 形 固 定 資 産 158,341 33.9 157,762 33.0 578 158,522 32.4 
 建 物 18,469  18,570  △   100 19,249  
 構 築 物 8,067  8,203  △   135 8,407  
 ド ッ ク 船 台 1,881  1,925  △    43 1,614  
 機 械 装 置 10,284  10,799  △   514 11,288  
 船 舶 10  12  △     2 13  
 車 両 運 搬 具 114  127  △    12 145  
 工 具 器 具 備 品 1,655  1,745  △    90 1,758  
 土 地 111,118  111,118  － 111,114  
 建 設 仮 勘 定 6,738  5,260  1,478 4,930  

  2.無 形 固 定 資 産 1,713 0.4 1,767 0.4 △    54 1,803 0.4 
 特 許 権 361  423  △    61 519  
 ソ フ ト ウ ェ ア 1,017  999  18 927  
 そ の 他 333  344  △    11 356  

  3.投 資 そ の 他 の 資 産 119,459 25.5 110,657 23.1 8,801 129,123 26.4 
 投 資 有 価 証 券 53,135  39,725  13,410 54,048  
 関 係 会 社 株 式 38,599  38,742  △   143 35,390  
 長 期 貸 付 金 4,310  3,367  943 3,552  
 繰 延 税 金 資 産 19,200  24,681  △ 5,480 31,572  
 そ の 他 5,256  5,166  89 5,240  
 貸 倒 引 当 金 △ 1,044  △ 1,026  △    17 △ 681  

資   産   合   計 467,674 100.0 478,061 100.0 △10,386 488,558 100.0 
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                                                   （単位 百万円） 

当 中 間 期 末 
（平15.9.30現在） 

前 期 末 
（平15.3.31現在） 

前 中 間 期 末 
（平14.9.30現在）          期   別 

科   目        
金 額 構成比 金 額 構成比 

増 減 

金 額 構成比 

( 負  債  の  部  )  %  %   % 
 Ⅰ 流  動  負  債 214,569 45.9 244,877 51.2 △30,308 250,742 51.3 
 支 払 手 形 16,191  15,852  338 15,650  
 買 掛 金 48,700  64,808  △16,108 53,216  
 短 期 借 入 金 78,318  88,269  △ 9,951 97,597  
 1 年以内に償還予定の社債 －  10,000  △10,000 10,000  
 未 払 金 965  1,390  △   424 841  
 未 払 法 人 税 等 29  51  △    21 31  
 未 払 費 用 4,972  8,964  △ 3,991 4,630  
 前 受 金 53,465  37,623  15,841 53,369  
 預 り 金 7,762  13,821  △ 6,058 12,497  
 保 証 工 事 引 当 金 2,773  3,393  △   619 2,694  
 そ の 他 1,390  703  687 213  

Ⅱ 固  定  負  債 145,444 31.1 132,856 27.8 12,587 139,703 28.6 
 社 債 25,000  25,000  － 25,000  
 長 期 借 入 金 61,306  48,987  12,318 45,835  
 退 職 給 付 引 当 金 36,567  36,327  239 45,496  
 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 543  665  △   121 579  
 関 係 会 社 損 失 引 当 金 526  365  161 548  
 再評価に係る繰延税金負債 20,512  20,512  － 21,012  
 そ の 他 987  998  △    10 1,232  

負   債   合   計 360,014 77.0 377,734 79.0 △17,720 390,445 79.9 
( 資  本  の  部  )          
Ⅰ 資 本 金 44,384 9.5 44,384 9.3 － 44,384 9.1 
Ⅱ 資 本 剰 余 金 18,154 3.9 18,154 3.8 － 18,154 3.7 
 1.資  本  準  備  金 18,154  18,154  － 18,154  
Ⅲ 利 益 剰 余 金 11,695 2.5 12,748 2.6 △ 1,053 10,648 2.2 
  1.中 間 (当期)未 処 分 利 益 11,695  12,748  △ 1,053 10,648  
Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金 29,517 6.3 29,517 6.2 － 29,017 5.9 
Ⅴ その他有価証券評価差額金 3,983 0.8 △ 4,418 △ 0.9 8,401 △ 4,068 △ 0.8 
Ⅵ  自 己 株 式 △    75 △ 0.0 △    59 △ 0.0 △    15 △    23 △ 0.0 

資   本   合   計 107,660 23.0 100,326 21.0 7,333 98,112 20.1 

負  債 ・ 資  本  合  計 467,674 100.0 478,061 100.0 △10,386 488,558 100.0 

         

  当中間期末 
（平15.9.30現在） 

前 期 末 
（平15.3.31現在） 

前中間期末 
（平14.9.30現在） 

（注）  1 有形固定資産の減価償却累計額 146,812 百万円 145,442 百万円 145,501 百万円 
2 保 証 債 務 32,543 百万円 33,171 百万円 30,479 百万円 
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中 間 損 益 計 算 書 
（単位 百万円） 

当 中 間 期 
（平15.4.1～平15.9.30） 

前 中 間 期 
（平14.4.1～平14.9.30） 

増 減 
前          期 

（平14.4.1～平15.3.31） 科 目                        期  別 
金 額 百分比 金 額 百分比  金  額 百分比 

Ⅰ 売 上 高 95,325 100.0 113,321 100.0 △17,995 303,827 100.0 
Ⅱ 売 上 原 価 86,770 91.0 102,737 90.7 △15,966 271,232 89.3 

 売 上 総 利 益 8,555 9.0 10,583 9.3 △ 2,028 32,595 10.7 
         
Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,048 8.5 8,072 7.1 △    24 18,810 6.2 

 営 業 利 益 507 0.5 2,511 2.2 △ 2,003 13,784 4.5 
         
Ⅳ 営 業 外 収 益 1,566 1.6 1,350 1.2     216 4,668 1.5 
  受 取 利 息 458  539  △    80 1,087  
  受 取 配 当 金 509  664  △   155 3,475  
  有 価 証 券 売 却 益 318  3      315 －  
  そ の 他 280  143      137 106  
Ⅴ 営 業 外 費 用 2,902 3.0 3,241 2.9 △   339 6,419 2.1 

  支 払 利 息 1,066  1,371  △   305 2,637  
  社 債 利 息 254  310  △    55 619  

  
退 職 給 付 債 務 会 計 基 準 
変 更 時 差 異 償 却 額 

884  884  － 1,769  

  有 価 証 券 売 却 損 －  －  － 200  

  そ の 他 697  674       22 1,192  

 経 常 利 益 △   828 △ 0.9 619 0.5 △ 1,447 12,034 3.9 
         
Ⅵ 特 別 利 益 3,019 3.2 135 0.1   2,883 151 0.1 
  関 係 会 社 株 式 売 却 益 2,763  －    2,763 －  
  投 資 有 価 証 券 売 却 益 256  －      256 －  
  固 定 資 産 処 分 益 －  135  △   135 －  
  退 職 給 付 信 託 設 定 益 －  －  － 151  
Ⅶ 特 別 損 失 76 0.1 23 0.0      53 6,160 2.0 
  固 定 資 産 処 分 損 49  －       49  333  
  投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 27  23        3 5,827  

 税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 2,114 2.2 732 0.6   1,382  6,024  2.0 
 法人税、住民税及び事業税 21 0.0 360 0.3 △   338 382 0.1 
 法 人 税 等 調 整 額 1,069 1.1 53 0.0   1,015  3,223  1.1 

 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 1,023 1.1 318 0.3     704  2,418  0.8 
 前 期 繰 越 利 益 10,672  2,560    8,111 2,560  
 利 益 準 備 金 取 崩 額 －  7,626  △ 7,626 7,626  
 土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 －  143  △   143 143  

 中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 11,695  10,648    1,046 12,748  
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〔中間財務諸表作成の基本となる重要な事項〕 
 
1. 資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 有価証券 
  ①子会社株式及び関連会社株式 ････ 移動平均法による原価法 
  ②その他有価証券 

時価のあるもの ･･･････････････ 中間期末日前１カ月間の市場価格等の平均に基づ
く時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し､
売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの ･･･････････････ 移動平均法による原価法 
 (2) デリバティブ ････････････････････ 時価法 
 (3) 金銭の信託 ･･････････････････････ 時価法 
 (4) たな卸資産 
  製品、原材料及び貯蔵品 ･･････････ 移動平均法(ただし､新造船用引当鋼材は個別法)に

よる原価法 
  半成工事 ････････････････････････ 個別法による原価法 
 
2. 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 ･･･････定率法 
  ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法

を採用している。 
耐用年数及び残存価格については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 

 (2) 無形固定資産 ･･･････定額法 
  耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。 
  ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)により

定額法で償却している。 
 
3. 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
  債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上している｡ 
 (2) 保証工事引当金 
  船舶その他の保証工事費に充てるため、主に過去２年間の平均保証工事費発生率により

当中間期の売上高を基準として計上している。なお、船舶については翌期以降２年に亘
り引当金を充当している。 

 (3) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中

間期末において発生していると認められる額を計上している｡ 
会計基準変更時差異(26,541百万円)は15年による按分額を費用処理している。 
過去勤務債務は、発生時に一括処理している。 
数理計算上の差異は10年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から処理
している｡ 

 (4) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支出に備えるため､内規に基づく中間期末要支給額を計上している｡ 
 (5) 関係会社損失引当金 
  関係会社に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態並びに将来の回復見込み等を個

別に勘案し、必要額を見積計上している｡ 
 
4. リース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
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5. ヘッジ会計の方法 
  (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約及び通貨スワップについては、振当処
理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件
を満たしている場合は特例処理を採用している。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   へッジ手段        へッジ対象        
   為替予約  外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 
   通貨スワップ  外貨建金銭債権債務 
   金利スワップ  借入金及び社債 
(3) ヘッジ方針 

  当社の内部規定である｢財務取引に関するリスク管理規定｣及び｢ヘッジ取引要領｣に基づ
き、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしている｡ 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
キャッシュ・フロー・ヘッジについては、キャッシュ・フローの比較をもってヘッジ有
効性を評価している。 

 (5) リスク管理方針 
金融資産・負債の固定／流動ギャップから生じる金利リスク及び外貨建ての金銭債権債
務等から生じる為替リスクについては、ヘッジ取引によりリスクの低減を行い、そのリ
スク量を適正な水準に調整している。 

 
6. 消費税等の会計処理 
 消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。なお、仮払消費税等と仮受消費税等は相殺
のうえ「未収入金」に含めて表示している。 
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〔有価証券関係〕 

 

有 価 証 券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

1.当中間期末 （平成15年 9月30日） 

 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式 1,201百万円 28,103百万円 26,901百万円 

関連会社株式  5,321百万円   4,053百万円  △1,267百万円 

計 6,522百万円 32,156百万円 25,633百万円 

  

2.前期末 （平成15年 3月31日） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

関連会社株式  5,321百万円   2,965百万円  △2,355百万円 

  

3.前中間期末 （平成14年 9月30日） 

 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

関連会社株式  5,309百万円   2,820百万円  △2,489百万円 
 
 




